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序
　本論文は、情報を利用して生活している私達が情報を正しく扱い、また、本当に正しい
情報を得るために何をすべきか、を述べたものである。情報化社会と言われる時代に生き
る私達だが、情報というものを正しく扱えているかと言われれば、それは疑問である。例
えば、ネットにおける炎上や Twitterによる偽情報の拡散が挙げられる。情報を扱う手段
が身近になったことで、私達は情報を安易に扱ってしまっているのではないだろうか。
　本来、情報というものは慎重に吟味し、また発信する際には十分に注意すべきものであ
る。その意識が薄れることは大変危険である。無秩序に広がる情報の中で生活することに
なれば、私達の生活に安心がなくなるのである。そのような事態を避けるためにも、私達
が得る情報の質の向上、また情報を得る際の意識の改革が必要なのである。
1.　情報とは何か～言葉の定義と機能～
　今日の社会において、情報というものは私達の生活に欠かすことのできないものとなっ
ている。ただ情報というものを一口にいっても、様々な様相を持ち、利用の仕方も人それ
ぞれだ。五感で感じることができるもの全てが『情報』である。そこで本論文を書くにあ
たり、この情報というもの自体を独自に定義づけるとする。
　1.1.　情報の定義について
　現在の社会において、この情報を入手する手段としては、テレビや雑誌のようなマスメ
ディアから情報を得る方法や、インターネットで自分の知りたい情報を検索する、という
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ような手段が用いられている。人々は自分の知りたい情報の種類に合わせてこの複数の情
報を得るためのツールを利用し活用することで生活を豊かなものとしている。
　それでは、この情報というものは実際にはどのようなもののことをいうのか考えてみる
とする。情報とはどのようなものと考えた時に『人が意思決定の際に用いる素材』である
ということである。人は行動を起こす際に直感だけで行動する生き物ではない。行動を起
こす際に周囲の環境の観察や事前準備をすることで確実に目的を達成しようとする。その
際に用いられるのが、様々な情報である。この情報というものが手元に大量に瞬時に入手
することができるようになった一方で、この中から本当に信頼できる情報を得ることは大
変難しくなっている。様々な情報の中には真実が歪んだまま世間に出ることで、混乱を招
いてしまう材料ともなっているものがある。理想的な情報というのは、実際に判断するこ
とは非常に難しいことである。ここで意識しなければならないのは、情報というのは送り
手と受け手というものが必ず存在するということである。この送り手と受け手の関係とい
うものは時代が進むにつれ変化しつづけている。そのような環境の中で『情報』の送り手
側の人間というのは今まで以上に注意をして情報を広めなければならない。しかし、現在
は逆にネットの持つ匿名性という側面から情報を発信するモラルというものは崩れつつあ
る。またこの情報の送り手から受け手に渡った情報というものは、送り手側次第でさらに
広がってしまう可能性を含んでいる。つまり受け手だった人間がそのまま情報の送り手に
なってしまうということである。そのことを象徴するのが、掲示板やブログの炎上だ。こ
の現象は送り手側の情報を鵜呑みにするまま、その『情報』が無限に拡散してしまう現象
である。この問題というのはネットの匿名性と相まって、一度広まってしまうと止めるこ
とがとても困難となる。
　このようなことがなぜ起きてしまうのか考えた時に最も言えるのが、情報の送り手側の
情報倫理、受け手側の情報リテラシーの欠如によるものだと考えられる。情報を発信する
際、本来ならば慎重に吟味したうえで行うべきだが、今ネット上に出回っている情報とい
うのは十分な下調べや考えのないまま発信されている情報も数多く存在する。その問題点
は一個人の情報に対する意識の違い、情報格差である。ではその情報格差の問題について
述べる。
　1.2.　双方向メディアと情報格差の問題について
　Web2.0になって、一方通行ではなく双方向に情報交換が出来るようになり、手に入れ
られる情報量が格段に増加した。このことによって、Web1.0の時にも存在した情報格差
が拡大するといった問題だけではなく、新たな問題も登場することとなった。
　Web1.0時代からインターネットで情報を得る技術を持たない人々は、今後ますます情
報源が限られることになる。近年はマスメディアの偏った報道の仕方によって迅速に中立
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な情報を得ることが困難になっている。また後述するように ProPublicaや Ustreamなど
のインターネット上で見る情報獲得ツール（情報サイト）が登場し、既存のメディアでは
ない情報源が発信する情報が注目されてきている。
　しかし高齢者や低所得者を中心にデバイドが拡大しており、原因はそもそも機械の操作
が難しくて扱えない、それらの機器が高価で購入できない、などが主な理由である。
　さらにWeb2.0になってからの新しい問題として、このような機器を扱える技術があり
ながら、またインターネットで双方向に情報交換が出来る環境であるにも関わらず、ユー
ザー自身の興味があるかないかに基づいて利用しない人たちも数多くいるという点であ
る。またインターネットは閲覧し利用するが、あまり自分からは発信しないユーザーも多
い。そのような人たちがたまに発信した際に倫理・リテラシー不足が原因で軽はずみな言
葉を発し、後述する“炎上”状態を引き起こす可能性もあり、場合によっては現実の日常
生活にまで影響を与えるという問題がある。
　SNSの利用率は全体で 19.0％である。またその中で 11～19歳の利用率が女性 42.2％、
男性 35.2％と高い傾向にある1）。さらにその中の高校生を対象とした調査では、SNS2）に
対する発言・書き込みまでの利用率は Twitter 27.9％・mixi 25.7％であるのに対し、閲覧
も含めた利用率の Twitter 48.7％と mixi 37.8％と差があることが分かる3）。このことから
インターネットを実際に利用していても閲覧だけで、書き込みをしないユーザーが多くい
る事がわかる。彼らが書き込む側に転じた時に、はたして倫理やモラルを持って発言出来
るかどうか疑問である。
2.　新しいメディアの可能性
　2.1.　情報の送り手に求められる倫理とその未達成な現状
　1章でも述べた通り、他者から伝わった情報においては完全に客観的な情報というもの
は存在しない。その情報を伝えた者が、個人であれ、メディアであれ、その情報には少な
からず主観が含まれるからである。では、人が求める情報を手に入れるために、情報の送
り手がするべきこととは何であろうか。
　情報の送り手のすべきことを考える前に忘れてはならないのは、最終的に情報について
の価値判断をするのは情報の受け手であるということである。受け手が求める情報にたど
り着くには、様々な方法で、多くの判断材料となる情報を統合するという作業が必要であ
る。つまり、ここで問題となるのは、受け手が納得するまでに触れた情報、すなわち判断
材料の量や質・多面性である。最終的な判断に至るまでの判断材料の量や内容が少ないほ
ど、情報の多面性が欠如し、必然的にその判断に偏りが表れてしまう。発信された情報に
は主観が含まれる以上、明らかに誤った情報も存在してしまうが、多面的であればむしろ
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それも重要な判断材料になり得るのである。逆に、事実であっても少ない判断材料から求
めていた情報を入手した受け手は、本来求めていた水準とは異なる情報を手に入れ、納得
することになる。従って、情報の送り手が果たすべき役割とは、受け手の判断材料となる
情報を多く提供することである。
　この受け手への判断材料の提供という役割を十分に果たせていないのが送り手の筆頭で
あるマスメディアである。既存のマスメディアは情報を受け手に伝えるのに時間的・紙面
的な枠の限界を持っている。そのため、内容の背景や調査過程などの説明は省かれがちで
ある。実際にこの枠が限られていることについては根本的な解決は難しい。各々の話題に
ついて全てを報道することは不可能である。しかし、一度の報道量が限られていても、高
頻度とは言わずとも持続的・定期的な情報発信によって、受け手の判断材料を増やすこと
は不可能ではないはずである。このように考えると、マスメディアは役割を果たせていな
いのではなく果たそうとしていないと言える。
　情報を伝達できる枠に限界があることで、1つの話題でもその枠の外側の部分について
は報道されないまま終わってしまうこともある。この枠の内外で内容が対照的だった場
合、受け手側に対して判断材料を十分提供したとは言えない事態が発生する。下村（2010）
によれば北京五輪の聖火リレー時の報道の例4）がある。
　役割を果たそうとしないマスメディアの無責任さは、報道内容の話題性が無くなればそ
の話題の後々の話は放置してしまうという事態にも表れている。松永（2007）によって、
環境ホルモン騒動の例5）が採りあげられている。
　極めてリテラシーが高い人物が居るとすれば、判断材料が少ない状況であっても求める
情報に辿り着くことができるかもしれない。しかし、それでは送り手側が受け手側に過度
に責任を押し付けているだけである。では、情報の受け手の判断材料が充実した状態が達
成されるにはどうすれば良いのだろうか。おそらく、既存のマスメディアが送り手として
の役割を果たしていくのはこのままでは難しい。受け手が求める情報まで辿り着くまでに
は、多種多様な判断材料が必要だからである。そのような判断材料を提供できる新しい情
報メディアとして、今まで受け手としてのみ存在していた人々が送り手にもなることがで
きる、「市民参加型」の情報メディアが生まれてきている。しかし、単に市民参加型であ
るだけでは、その存在が確固たるものとなることはできない。受け手であった一般人が急
に送り手になることで、プライバシーやモラルが守られない可能性は十分に考えられる。
また、その在り方についても、「収益構造」や「送り手のレベル維持」、「発信方法」など
において様々な独自性が必要になってくる。
　2.2.　市民参加メディアの可能性について
　現代の社会に生活する私達はインターネットの存在により、より多くの情報を得ること
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ができるようになった上、自ら情報を発信することができるようになった。そのような環
境から誕生したのが市民参加メディアの存在だ。市民参加メディアというのは情報を発信
するのがジャーナリストに限定されることなく、一般市民の手によって、自分の周囲で起
こっている問題や興味のある分野に関する情報をブログのようなツールを用いることによ
って情報発信を行うことである。情報発信する人間は自分の興味のある分野に関する記事
を書く為、専門性の高い知識を持つ人が記事を書くことができ、洗練された情報が多く発
信されるものだと考えられる。このようにして情報発信をしやすくなったという情報化社
会の長所を最大に活かすことのできる新たなメディア形態といえるのである。
　2.2.1.　市民参加メディアが本当に発展していくのか
　市民参加メディアが既存のマスメディアに与える影響として考えられるのは
① マスメディアが今まで取り上げることのなかった地域性や専門性に富んだトピック
の情報を発信することができる。
② 情報発信者の数が増えるほど情報量も増えていくので情報量の制限がなくなる。
③ 発信される情報の種類がマスメディアより豊富なため、情報受信者の選択できる情
報の幅が広がる。
　①に関して述べると地域市民にとっては必要な情報をすべてマスメディアだけで発信す
るというのは大変困難である。そこで各地域で一般市民が独自の観点でブログのようなツ
ールを用いることにより情報を発信することによって、地域性に富んだ人其々の観点から
見た多様な情報を発信することが可能だ。またこの地域社会に密着した報道形態が真の力
を発揮するのが震災などの緊急事態の際だ。地域の人々のリアルタイムな情報をより正確
に発信することができ、かつ多くの情報を送受信することができる点においてマスメディ
アにはまねることのできない力を持っているのである。
　次に②に関して、この市民参加メディアというのは情報を発信することが誰でも可能な
ため、情報量の制限がマスメディアに比べ、制限されないという点で様々な情報を人々が
得ることができるという利点がある。情報の発信者の数ほど情報の種類というものも存在
するので、マスメディアのように一方に偏った情報だけが発信されるだけでなく、あらゆ
る考えの情報をカバーすることができる。このことが意味するのは、情報の受け手が選択
できる情報の種類が格段に多い為、数多くの考えを持った情報から、本当に欲しい情報を
得ることができるため、情報の選択の中立性を高めることに繋がる効果がある、というこ
とである。
　このように市民参加メディアは新たなメディアとして大きな可能性を持つと言われ、ネ
ットの流布とともに注目を集める存在ではあった。ただこのメディアが成立するためには
重要な前提となる条件がある。それはネットを使う全ての人のリテラシーと情報倫理が確
立されていなければならないということだ。このメディアの特徴として情報の数に制限が
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ないということをあげたが、それは裏を返せば信憑性に乏しい情報も大量に存在するとい
うことである。情報発信者のモラルが確立されていないと、個人情報の流出やプライバシ
ーの侵害など他人に害を与える情報が増えてしまう。また、専門的な内容のブログ＝ジャ
ーナリズムとは必ずしも言えるものではない。最近では、もともとはマスメディアや他の
ネットブロガーが掲載していた記事に対するコメントや注釈を入れるだけのブログも多々
みられ、二次ソース的な側面を多分に含んだ情報もある。
　このようにネットにおける個人の発信した情報が必ずしも信用のおけるものでないもの
が多いのにはいくつか理由があると考えられる。
①単に情報発信者の情報倫理が足りていない。
② 他の人の記事への注釈やミドルメディアの様に単に情報をまとめたものにすぎな
い。
③個人が書いた記事に対する評価の仕方が曖昧、不十分。
　③に関して述べると、情報を発信する側にとって自分の記事に対する、他者からの評価
というものはとても重要なものである。ただボランティア精神で記事を書いている人がゼ
ロではないと思うが、情報を発信している人というのは自分と同じ考えの人や違う考えを
持つ人とインターネット上での双方向のやり取りを期待して行っている人がほとんどだ。
そのような人々の為にも、より双方向で繋がっている意識、自分の記事への評価がはっき
りとわかる仕組みづくりというものが、記事を書く際のきっかけ、モチベーションの向上
に繋がっていくと考えられる。また良質な記事と間違った情報が載った記事というものを
他者が評価することで、ネットにおける情報の精度が上がる。つまり、情報の受け手の側
が情報発信者の暴走を監視するという役割も併せ持つことができるのである。このように
情報の送り手と受け手との間のしっかりとした関係性を確立し、双方向のやり取りがより
活発になることが市民参加メディアの発展には欠かすことのできないことなのである。
　2.3.　新しいメディア ProPublica
　ProPublicaが誕生した背景には大手マスメディアの権力に対する監視機能の低下があ
る。広告収入に依存していたテレビ、新聞、ラジオ、出版などのマスメディアがインター
ネットの発達により、広告収入などが減り経営状態が悪化した。そしてニュース部門の調
査報道の部門のリストラをし、長期的な取材ができなくなり、報道の権力を監視する機能
が低下した。そのような公共報道、調査報道の状況を危惧し、発案を受けたウォール・ス
トリート・ジャーナルの編集長であったポール・スタイガーが中心となり発足させた。そ
して ProPublicaが注目される理由は質の高い報道ができる確立されたシステムと既存の
メディアと違った市民と対話する姿勢や、市民から寄付を募る体制であるからだ。
　2.3.1.　ProPublicaから考える新しいメディアのあり方
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　大手マスメディアが衰退した原因を、情報の価値を重視しなかった点にあると考える。
安易に金が掛かる部門をリストラしたことが権力を監視するという本来のマスコミの役割
である監視機能を弱める結果となった。また、市民までが情報発信をしやすくなった現代
に声を聞き入れなかったことが、市民とマスメディアとの距離を生み出し大手マスメディ
アから市民が離れていった原因ではないだろうか。市民によって支えられ、声を聞き入れ
ることができるメディアが今後必要となる。より身近であり、遠すぎない目線が必要であ
る。では、どうしたらそのようなメディアが誕生するか。日本では一般市民が中心となっ
たインターネット上でメディアがいくつか誕生したが、収益化に至らなかったことや、読
者数が少ないために、いずれも運営は苦しい状態である。また記者クラブ制などにより取
材ができない、生活できるほどの報酬もない、長期的な取材もできないなど数多くの制約
がある。
　一方、ProPublicaは優秀な記者や専門家など優秀な人を雇い、高い収入を与え、自由に
取材させることによって、記事の質を高め、読者を獲得し多くの賞を受賞することができ
た。また、既存のマスメディアもその記事を認め、自分たちでもそれを活用するようにな
った。そして、認知度を高め、寄付を多く集められるようになったことに繋がった。
　一般市民が独立した立場で権力を監視するのには限界がある。また、それが可能だとし
ても人々から評価されるほどの記事を書くことができるだろうか。権力から一定の距離を
置き、取材のノウハウを持ち、組織化された仕組みの中で権力を監視するメディアが必要
とされる。
　インターネットで手軽に情報を発信できるようになったが、その反面、質のばらつきが
生まれるようになった。また、取材体制を持たないミドルメディアも誕生し、様々な価値
の情報で溢れている。インターネット上にも信頼のおけるメディアが必要ではないだろう
か。
　2.3.2.　誰がどのようにメディアを支えるか
　ProPublicaは寄付によって支えられている。誰かが支えなければ権力の闇や大企業の横
暴などが野放しになる可能性もある。そのしわ寄せが私達市民にも及ぶかもしれない。で
は、私達がメディアを守るためにどのような行動をしたら良いだろうか。例えば、ソーシ
ャルメディアを積極的に活用している ProPublicaなら、その記事を紹介し、閲覧者を増
やすことも市民のできる一つの行動だ。
　また記事を評価し、評価を自分以外の誰かに見せることをできるようにすれば、他者も
記事の価値を判断しやすくなるし、価値が高いと判断した場合には他者がそれを見る可能
性も高くなる。そのように価値があるものかを自分自身で判断し、その判断を他者に伝え
ることが溢れる情報の中から価値の高いものを探す手助けとなるだろう。
　今まで私達は既存のマスメディアが流してきた情報に受動的に接してきていた。そして
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ネットの発達により、既存のマスメディアの流している情報が本当のことを伝えているか
という疑問を共有できるようになった。ただ、そのような疑問を持っていても私達自身が
動かないと問題の解決にはならない。自分で疑問を解決させるために動くか、解決させよ
うとしている他者を支えることが必要になるだろう。
　ネットでは無料で数多くの情報を得ることができるが、情報を価値あるものにするには
時間と金が掛かっていることを忘れてはならない。そして、対価として私達自身が何かを
与えることを忘れてはならない。
　2.4.　ネット生中継メディア Ustream
　2.4.1.　Ustreamというネット生中継サービスの登場
　Ustreamは、インターネット回線とウェブカメラを使い出来事をそのまま“生中継”で
きる動画配信サービスである。この Ustreamもソーシャルメディアの類である。八木啓
代ほか（2011）によれば、このソーシャルメディアの特徴は大きく分けて以下の 5つであ
ると言われている。
①リアルタイム（速報性、伝播力）
②共感・協調（感情や思考の共有）
③リンク（具体的行動の促進）
④オープン（参加や離脱が容易）
⑤プロセス（透明性、興味喚起）
　以上の 5つの観点と比較しながら、Ustreamの生中継配信サービスの特徴を考える。ま
ず、①のリアルタイムという点においては、生中継という今起こっている事象に対して編
集がなされない観点から見てゼロ次ソースに近い情報であり、そういった事象ありのまま
に近い映像としての情報が配信される。②の共感・協調という点では、人々が思い思いの
ままに自分のアイディアや、考えていることを配信する場であり、さらに次々とネット上
で広まっていく。そしてそれが見ている人々の共感を生み、更に人々を動かし、③でいう
具体的な行動を喚起するという側面もある。現に Ustream上で多くのデモ活動などが生
中継されているという例もあり、人々の訴えを多くの人に共有し、伝える場所としての役
割をも担っている。そして④であげたように、他のソーシャルメディアと同様に Ustream
もオープンな場所であり、参加も離脱も容易である。最後に⑤のプロセスとは、ネット生
中継は編集されたテレビの番組とは違い、“物事の一部始終を見せるツール”として活用
できるということである。このように物事のプロセスを見せることが情報の透明性を増
し、それが信頼しうる情報となりえる。以上のような様相を持つ Ustreamであるが、こ
れらに加えて環境さえ整えば視聴者側も配信者側も手軽に利用できるという利点がある。
　ネットで生中継を配信するということは、映像で直ちに伝えることであり、文字で情報
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を発信することとはまた違った効果や影響力を持つ。逆に配信者個人のモラルの欠如など
により、社会的な秩序を乱すような使われ方をされてしまう危険もはらんでいる。したが
って正しいツールとして使うためにもそれ自体の特性や注意点を理解することは必須であ
る。
　2.4.2.　Ustreamが可能とする「切り取らない情報発信」
　Ustreamに対して、既存のメディアで同じように映像による情報を配信するものとして
はテレビがある。その決定的な違いの一つとしてチャンネル数や放送枠が限られ、さらに
視聴率を取るために、重要な部分をピックアップして伝える必要がある。そして重要な部
分を切り取ること以外にも様々なフィルターがかけられるのが、テレビの放送の問題点で
もある。
　そもそもテレビとは放送法の元で運営され、公序良俗に反しないということが大前提で
ある。しかし秩序維持のフィルタリング以外にも、権力の利害関係により一部だけを切り
取った報道や偏った視点からの情報提供などの作為的な偏向報道が起こりえる。一方、
Ustreamにおいては、利用規約において営利目的の放送は禁止されているからこそ、可能
となる情報発信がある。例えば、記者会見、会議、事業仕分けなど、ある出来事の様子を
始めから終りまで垂れ流しにすることによって、見たいと思う人がその場に行かずとも好
きなだけ見ることが、テレビでは不可能だが、ネット生中継では可能となるのだ。今現在
ネットを介して見ている映像が、同じ瞬間にどこか別の場所で実際に起きていることであ
るから、自分の目で実際に見ている状態に近くなり、視聴者はその映像を信頼することが
できる。
　2011年 3月に起きた東日本大震災後、原発による放射能問題が起こり国民には様々な
不安があった。国民ができる限り情報を集めたいと思う中、テレビではどの局も横並びの
内容の放送が目立ち、加えて重要な情報を曖昧な言葉でにごすことも多かったため、テレ
ビに対する不信感が募った。結果としてその情報の曖昧さが更に人々の不安をかきたてた
のが現実である。しかしその時ネット上では、各界の研究者たちが Ustreamを使い、そ
れぞれが専門分野についての見解を中継によって配信し、情報提供を行っていた。したが
ってテレビにおいての切り取られた情報のみで判断をするのではなく、Ustreamのような
事象のゼロ次ソースに近い情報も活用することで、より中立性の高い情報を集めることが
必要になってくるのである。
　2.4.3.　Twitterとの連動、コメント機能による双方向性
　Ustreamが Twitterや Facebookとの連動を開始したことにより、視聴者は Twitter、
Facebookの自身のアカウントを使いコメントを残すことができるようになった。このよ
うに視聴者側がその配信される映像を見ながら、感じることや疑問に思うことなどのレス
ポンスを配信できることにより、双方向性が生まれるのである。既存のメディアは一方通
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行の情報発信が主流であったが、ソーシャルメディアが活発化した今、情報が双方向にや
りとりされることが当たり前となっており、情報を受け取る側がただ受動的にいるのでは
なく、自らも発信することで情報の質を高めることができる。例えば偏った情報が発信さ
れていたとしても、視聴者側からのレスポンスによりそのことが指摘されていれば、後か
ら見た人々は注意を払って視聴することができる。Ustreamのコメント機能は外部ソーシ
ャルメディアのアカウントを使う必要があり、2ちゃんねるのような完全匿名性ではない
ため、発言における責任感が増す利点がある。また、こういった外部のアカウントからコ
メントを残せば、Twitterだとするとタイムライン上にもその中継の URLと共に表示され
ることで、より開かれた場所になると同時に、更に人々に広めていくことができる。
　近頃はテレビ番組においても Twitterやテレビ局独自のウェブサイトを活用し、視聴者
の反応を組み込みながら番組運営をするという手法も見られるが、テレビ局によるフィル
タリングがかけられている可能性もあり、結局テレビ局の放送は私達視聴者が意見を言え
るだけで動かすことは難しいのが現実である。
　もちろん、Ustreamの放送が全て中立であり正しいとは決して言えず、逆に自由なメデ
ィアであるからこそ、たくさんの情報があふれており、利用する側は注意する必要があ
る。既存のメディアに対しても共通して言えるが、何かの媒体が与える情報に対して全て
を受動的に受け入れるのではなく、積極的に取りに行く姿勢が重要である。既存のメディ
アや、比較的新しいメディアを駆使することで多くの情報が得られるようになったからこ
そ、様々な情報を得て、そして他の情報と比較し、自らの判断材料として活用すること
で、私達が理想とする“必要な情報を得るための状態”に近づくことができるのではない
だろうか。
3.　新しいメディアへの向き合い方
　3.1.　新しいメディアが引き起こす問題
　3.1.1.　新しいメディアへの向き合い方
　欲しい情報を手に入れるためには、情報の送り手と受け手双方からの歩み寄りが必要で
ある事、そして送り手側では、既存のメディアだけではなく新しいメディアが増える事
で、受け手側が閲覧出来る情報量が増えより求める情報に近づく事が出来るという流れは
前述した。では、受け手側にはどのような努力が必要となるのかを説明したい。
　2011年 3月 11日に起こった東日本大震災では、携帯電話や携帯メールといった連絡手
段が長期にわたり遮断され、公共施設の掲示板や公衆電話に人が群がるといった事態が起
こった。そのような中、新たな連絡、情報受信メディアとして注目が集まったのが
Twitterである。震災当時、テレビや新聞では手に入れられない細やかな情報を、より速
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く手に入れる事ができた Twitterは、今回の震災を境に利用者が増大している。このよう
に、日本で一息に市民権を得た Twitterだが、その「誰でも手軽に情報を発信できる」と
いう便利さ故か、震災の混乱に便乗しての流言が非常に目立った事もまた事実である。
　例えば、今回の震災で起こったコスモ石油の工場爆発デマ事件では、「コスモ石油の工
場が爆発したため、有害物質を含んだ雨が降る」という噂が広まった。結論から言えばこ
の内容はまったくの虚偽であり、コスモ石油がそのような事実はないという旨の声明を発
表するに至った。
　3.1.2.　東日本大震災の例をみて受け手に必要な努力を考える
　この様な現状をみて、我々が情報と接する際考えなければいけない事項が 2つあると言
える。「疑い確かめる事」と「責任を持つ事」だ。
　例えば上記のコスモ石油の工場爆発デマ事件を見れば、このデマが拡散した理由として
「疑い確かめる事」が足りなかったと言えるだろう。もし、「有害物質の雨が降る」という
情報を目の当たりにした人たち全員が、その情報を拡散させる前に少し立ち止まって、そ
の情報の真偽を疑っていたら、デマ拡散による被害はもう少し抑えられただろう。前章で
も述べたが、情報の送り手ももはや、その役割を十分果たしているとは言えない中で、受
け手の私達は受け取る情報全てを鵜呑みにしていい理由はない。疑うことの反対は信じる
ことではなく無関心であることだ。情報と出会ったのであればまずその真偽を疑ってみる
事。さらに情報は疑っただけでは意味はなく、その真偽を確かめる事が必要となる。例え
ばある真偽が疑わしい情報と接したら、情報の「出典元」を調べる、出典元が信用に足る
機関または個人であるかを調べる、その情報に対する他人の反応を見る、他のメディアで
も調べるなど、他人の意見を鵜呑みにするのではなく、自分自身の努力で「疑い確かめ
る」努力が必要となる。
　そうして、自分自身の力で疑い確かめた情報に対しては、その情報を他人に広めようと
も、その情報を元にある決断を下そうとも、自分自身で「責任を持つ」事が必要となる。
例えば今回の震災では、被災者と名乗る人物が Twitter上で「今怪我をして動けないから
助けてほしい」という虚偽の発言をし、それが多くのユーザーによりリツイートされ本当
の SOS発信との見分けがつかなくなってしまったという混乱の例がある。この例を見て
思う事は、この SOS発信を受け取った人はなぜその情報を拡散させる必要があったので
あろうかという事だ。その発言が真実だと思い拡散をさせたのであるとするなら、拡散を
させる前にまず、自分自身でしかるべきところ（119番、災害伝言ダイアルなど）に連絡
を入れておけば良かったのではないだろうか。もしあるデマを調べもせずに広げてしま
い、その結果に混乱が起きてしまったのであれば、それはデマを流し始めた人だけが悪い
のであろうか？　必ずしもそうではないだろう。自分が扱う情報については自分自身で
「責任を持つ」は大前提と言ってもいいだろう。
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　これらは何も震災時などに限定した話ではない。普段の生活からもある新聞を読んで興
味を持った記事があるとするならば、そこで満足してはいけない。情報化が進む社会の中
で、このような姿勢がますます重要になるだろう。
　3.2.　メディア・リテラシーの向上
　3.2.1.　メディア・リテラシー教育の実践と課題
　ソーシャルメディアの台頭により私達は自分の能力で情報の確度を相当程度高める必要
に迫られている。そこでメディア・リテラシー教育は大きな役割を担うと言える。
　イギリスは「メディア教育発祥の地」として、1930年代からリテラシー教育が実践さ
れてきた。現在では大学入学資格試験の選択科目になるなど「メディアが学問的にも地位
を得ている」（菅谷、2000, p. 33）と言える。カナダやアメリカでも子どもがメディアに接す
る時間が急増しているという調査結果を受け、比較的早くからリテラシー教育の必要性が
認識されていた。
　一方、日本の学習指導要領には「メディア・リテラシー」という言葉は使われておら
ず、カリキュラムが整備されていないため積極的にリテラシー教育が行われているとは言
い難い状況である。現在、総合的な学習の時間などで番組制作を行うなどの実践的な事例
も一部では見られるが、「メディアを利用した学習や教育」に比べ「メディアについての
学習や教育」に関する事例は少ない（総務省、2000, p. 21）。ソーシャルメディアが広く普及
しているにも関わらずリテラシー教育制度の整備が追い付いていない。さらに教える側の
リテラシーに関しても課題が残っており、教育だけでメディア・リテラシーを完全に身に
つけることは困難だと言える。そこで教育制度を補うための提案をいくつか考える。
　3.2.2.　リテラシー教育以外での提案
　リテラシーを教える側がリテラシーを完全に身につけていない現状で、子供に情報発信
を行わせることは大きな危険が伴う。一度インターネット上に流れた情報を完全に消去す
ることは不可能に近い。このような事態を回避するために、ある程度のメディア・リテラ
シーを身につけるまでの間、危険な情報から子供を遠ざける措置を取ることが考えられ
る。Vチップのインターネットへの応用である。Vチップは 1996年アメリカで搭載が義
務付けられたことを受け、日本でも導入が検討されていた。受け取ることのできる情報を
制限することはリテラシー向上の本来の目的ではないが、あらかじめデメリットを理解さ
せておくことは重要である。
　上記は年齢による制限だがリテラシーは年齢でなく個々人の能力による問題であり、そ
の個人のリテラシーに応じて制限をかける方法も考えられる。例えば、インターネットを
免許制にする方法である。個人が所持する免許のレベルに応じて閲覧できる情報や発信で
きる情報が異なる、という仕組みを作るとする。情報を活用するためには免許を取る必要
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があるため、メディア・リテラシーを学ぶきっかけとなる。そして少なくともメディア・
リテラシーの重要性を認識させることが可能となる。
　また、より質の高い情報を得やすい環境を整えるには情報の双方向性が活かされる必要
がある。日本特有のネット文化として匿名性を重視する傾向が挙げられる。この点を尊重
しつつ個人に情報発信を促すことを考えると、インターネット上に別人格（ID）を各個
人が持つ、という仕組みに思い至る。個人からは完全に別個の人物としてインターネット
上に存在することで匿名性が一定程度担保されるため、もし表立っては言いにくい意見で
も自由に発信することができる。従来の完全匿名性のインターネットでは無責任な情報が
氾濫するおそれがあったが、IDを導入することで十分に排除できるのではないか。この
ような制度は情報発信を促す一助になると考えられる。
　さらに偏向するマスメディアや情報量が膨大なソーシャルメディアが存在する現代で
は、私達自身が情報の確度を高める必要がある。その手助けとなるものとして、情報自体
の価値または情報の発信源の確かさを保証する機関が考えられる。自分が発信した情報に
よって自分が評価されるとなると、より質の高い情報を発信するインセンティブになると
言える。
　3.3.　情報発信の双方向性が活性化するために、私達が出来ること
　3.3.1.　情報発信の双方向性とは何か
　情報発信の双方向性について、イメージしてもらいたいのは電話である。電話をする時
は、相手の声や反応といった情報から、相手が誤解をしていると思われるなら誤解を解こ
うとするだろうし、疑問が湧けば質問する。このようにして、ある情報についての認識が
共有され、また確度を増していくのである。
　しかし、本や新聞、ブログを読んだり、サイトを見たりした時に、私達はその情報発信
者に対して、何らかの反応を伝わる形で示すだろうか。
　市民参加型メディアでは、こうした反応の情報が発信されている。また、情報発信者が
ここに加わることで、情報発信に対する様々な評価やフィードバックが得られる環境にな
っている。これが、市民参加型メディアの特徴である。
　この特徴が、新たな情報メディアとしてどのような可能性を持つのだろうか。それは、
情報発信者自身が持っている情報の認識が、より多角的な評価に基づいて改められること
で、発信される情報の質が上がるということである。
　3.3.2.　双方向性を阻害する原因
　現状、様々な方法で双方向性を実現する情報メディアが登場してきていることは既に述
べた通りだが、その機能はまだ十分に活用されているとは言えない。それは、受け手によ
る送り手や情報の評価が少なく、また送り手に伝わっていないからである。
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　この原因の一つとして、インターネット利用のスタイルや価値観が考えられる。
　インターネットにおける情報発信は、情報の発信者に対しては発信の対価を求めない代
わりに、自由な情報の発信を許すという環境の下にあった。その一方で、情報の受け手に
対しては、自己責任を求めるというものでもあった。
　その後、まず情報の受信のコストやハードルが急激に下がった。それに従って、インタ
ーネットで情報を得る人は急増した。こうした中で、インターネットは情報を得るための
ツール、という認識が形成されたのではないか。また、その認識が、インターネットが本
来持っている双方向性を活かせないものにしているのではないか。
　この状況を変えるためには、第一に、インターネットにおける情報収集・情報発信の価
値観そのものを変えていくことが必要である。それと同時に、受け手によるフィードバッ
クがどのような便益をもたらすのかを認識し、フィードバックのインセンティブがより働
くような環境を作る必要がある。
　仕組みの例として、オンラインゲームのサービスの中には、Facebookや Twitterのア
カウントを紐付けることで、プレイヤーにゲーム内で特典を与えるものがある。これは、
フィードバックのインセンティブを与えると共に、感想や意見といった評価が提供者側に
補足しやすい形で発信されるように促しているといえる。
　情報の発信には何らかのコストが掛かっている。問題なのは、送り手側がその負担に見
合ったフィードバックを十分には得られていないために、情報発信・情報公開が進んでい
ないということである。
　ただ単に情報を受け取るだけでは、その情報を発信している側にはほとんどインセンテ
ィブを与えない。広告収入など、情報発信による直接的・間接的利益が考えられる場合を
除いては、情報発信は送り手側のボランタリーに依存する部分が大きくなってしまう。
　逆に、受け手側が積極的にフィードバックすることが当たり前となれば、情報発信のイ
ンセンティブは幅と深さを広げることになる。フィードバックは金銭的なものに限らな
い。発信された情報に対する評価や反応、関連した情報でも十分に意味がある。また、そ
うした評価が伴ってこそ、情報はより価値を高めていく。
　Ustreamは、非営利目的での放送しか認められていない。しかし、Ustreamを利用した
情報発信は増え続けている。これは、個人でも不特定多数に向けてリアルタイムで動画と
音声を発信できるという点が支持されていることは前述の通りである。それに加えて、情
報に対するコメントや関連情報の投稿といったフィードバックが行われることが、情報発
信のインセンティブとなりうる可能性を示している。また同時に、視聴者数や視聴時間も
増えていることは、発信者と受信者との間、また受信者同士との間で双方向的であること
が、視聴者からも支持されているためではないか。
　私達一人一人が、フィードバックの方法や意味、その重要性を認識することが、まず求
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められている。
結語
　本論文において一貫して述べたいことは、本当に信頼できる情報を得るために何をすべ
きかということである。その新たな可能性として、市民参加メディアや ProPublica、
Ustreamという情報を発信する媒体を例に挙げた。この三つの新たなメディアに言えるこ
とは、情報の送り手と受け手が一体となって、情報を発信するということである。これは
情報の中立性、正確性、多様性を高めるうえで大きな役割を果たす。しかし、一方で間違
った情報の発信につながってしまう可能性も含んでいる。その問題を解決するためには、
情報倫理や情報リテラシーの向上はもちろんだが、情報の送り手と受け手の双方向の関係
を確立する仕組み作りが急務ではないだろうか。送り手と受け手が双方とも間違った情報
の発信に関して監視する役割を作り、また良質な情報提供に対して評価する仕組みをしっ
かりと確立することが、より良い情報の発信につながるのである。つまり情報の送り手と
受け手が一体となって情報が作り上げられていく状態が、理想的な情報化社会といえるの
である。
注
 1）　サイボウズ・メディアアンドテクノロジー調査資料「ケータイ個人利用動向調査報告書 2009─コ
ンテンツ・ウェブサイト編─」による。
 2）　Twitterとmixi。
 3）　2010年マカフィー株式会社「高校生の CGM（消費者生成メディア）利用実態調 http://www.
mcafee.com/japan/about/prelease/pr_10b.asp?pr=10/09/22-1による。
 4）　聖火リレーを在日チベット人などが妨害するのではとの懸念から中国人が長野に集結した様子の
みが報道されるが、中国人の大半は実はただの見物人であった。
 5）　環境ホルモンについての報道や不安の高まりから当時の環境庁が有害な可能性の有る化学物質リ
ストを作成したところ不安が更に高まる。後に害が無いと判明するも報道されなかった。
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